






































とうとう強硬手段に出て、隠匿されている 100 ルピーと 50 ルピー札を 2016 年 12 月 30 日までに



















は間違いである。1997 年 9 月 4 日に最高裁判所第 1小法廷は、山一証券損失保証契約事件の判



































































































り、2005 年 11 月にコクドは新設した NWコーポレーションと株式交換を実施し、それまでのコ





2004 年 4 月 8 日に西武鉄道が総会屋に利益供与をしていたことが発覚し、経営の総責任者の
座を降りた。但し辞職したのは西武鉄道の会長職のみで、ライオンズのオーナー、コクド会長に
は留まった。2004 年 10 月 13 日、有価証券報告書への虚偽記載の責任を取り、すべてのグルー
プ会社の役員職から辞任した。これは後に西武鉄道証券取引法違反事件へと発展し、株式上場を
していた西武鉄道・伊豆箱根鉄道は東京証券取引所から上場廃止処分が下された。
2005 年 3 月 3 日、西武鉄道株式に関する証券取引法違反（有価証券報告書の虚偽記載、イン
*8　最高裁 3判 2011 年 9 月 13 日、民集 65 巻 6 号 2511 頁、判時 2134 号 35 頁。
京都府立大学学術報告「公共政策」第9号
－ 64 －
サイダー取引）の疑いで東京地検特捜部に逮捕され、3月 23 日、東京地裁に起訴された。10 月








で堤家の資産管理会社である NWコーポレーション（以下 NW社）の大株主であり、その NW
社が西武 HDの大株主であったことから、その後も西武グループに間接的な影響力を残していた。
2016 年 2 月、堤が持つ NW社の全株式が西武 HDに譲渡された。西武 HDが一般株主から起
こされていた訴訟で発生した賠償費用のうち NW社株の譲渡分 248 億円、また自ら持つ西武 HD
株の売却で 7億円の計 255 億円を負担することになり、堤は西武 HD株の所有がゼロになると発







滝崎武光は 1974 年にリード電機を設立し、その後、キーエンスに社名変更した。2000 年まで
社長、2015 年まで代表権を持つ会長を務めた。滝崎家の資産管理会社「ティ・ティ」は非上場















法人格の利用には、公益法人もある。2004 年当時、公益財団法人は 1万 2749、財団法人は 1
万 2792 ほど存在していた。民間企業にかかる法人税は 30％であるが、公益法人は原則非課税で、







て流出した。愛知県教育委員会に提出した財産目録などによると、2000 年 3 月以前には基本財






過剰生産に悩む石油精製施設（精油所）の統廃合が進められている。2016 年 8 月 31 日には、
JXホールディングスと東燃ゼネラル石油が、経営統合契約を締結し、2017 年 4 月に新会社
JXTGが発足した。出光興産と昭和シェル石油も 2017 年 4 月を目指して合併を進めていた。と
ころが、この動きに出光創業家が反対した。








たが、理事の 2/3 以上の賛成が必要とは明文化していなかった *10。
公益財団に資産（株式）を寄付することによって、彼らは株式の相続税、配当に対する所得税
など所有者としての義務を免れている。一方で財団の管理者として、その財産の行使にはほとん






















































武井俊樹は 1999 年 12 月 27 日付けで、両親である保雄と博子からオランダにおいて設立され
た非公開有限責任会社（BV）である YSTインベストメンツの出資全 800 口のうち 720 口の贈与
を受けた。保雄と博子から同社に譲渡された武富士の株式が、同社資産の 8割以上を占めていた。
1997 年 6 月から 2000 年 12 月にかけて俊樹は武富士の香港現地法人の取締役として香港と日本
を行き来する生活を送っていた。
武富士は 2010 年 9 月、会社更生法を申請して破綻した。すでに武井家の経営を離れており、
武井保雄は 2000 億円という巨額の富を一族に残した。俊樹は 2000 年 12 月に香港から失踪し、
東南アジア諸国や日本国内を転々とした後、2003 年 12 月 4 日に杉並の居宅に戻った。
1982 年以来、俊樹が両親等と生活していた杉並区の居宅を所轄する杉並税務署長は、2005 年
3 月 2 日付けで、本件贈与について俊樹に対し、贈与税の課税価格を 1653 億 603 万円、納付す
べき贈与税額を 1157 億 290 万円とする贈与税の決定処分を行った。これに対して、俊樹は 2005









竹井保雄は 97 年 2 月頃、この方法について弁護士から説明を受けていた。また、保雄および俊
樹は、1999 年 10 月頃、公認会計士から本件贈与に関する具体的な提案を受けていた *16。
保雄は、香港に投資会社を設立し、その代表を長男の俊樹にして、1997 年 2 月に住民票も香
港に移した。そのうえで保雄・博子夫妻は 97 年 12 月、全額出資してオランダに投資会社・YST
インベストメント（以下、YST社）を設立した。工作を実行するのは 99 年に入ってである。99
年 3 月、武井夫妻は保有していた 1569 万株の武富士株を YST社に譲渡した。そして 99 年 12 月




















YST社が資産として保有する武富士株の当時の時価（1株 1 万 1850 円）から同社が抱える負債
を差し引いて評価すると、約 1600 億円にのぼった。
国税当局は、時効寸前の 2005 年 3 月に、約 1600 億円の申告漏れを指摘し、約 1330 億円の追
徴課税処分を下した。俊樹は延滞税を含めて、約 1600 億円を納税した。
金額が大きかったため贈与税の当時の最高税率の 70％に達した。贈与税は 2001年に改正され、
*16　渕圭吾「贈与税における「住所」の認定」『平成 23 年度・重要判例解説』215 頁。
*17　2000 年法律 13 号により租税特別措置法 69 条 2 項の規定が設けられる前においては、贈与による財
産所得時に受贈者が「この法律の施行地に住所を有するか」、当該財産が「この法律の施行地にある」場
合に、贈与税の納税義務が生じることになっていた。なお、株式・出資については、その発行法人の本




55％に引き上げられた。相続税法 21 条の 7）
これを不服として俊樹は約1330億円の追徴課税処分の取り消しを求めて提訴した。俊樹は、「香
港に住んでいたので納税義務はない」と主張した。2007 年 5 月、1審の東京地裁は香港居住を認
めて課税処分を取り消した。だが、2008 年 1 月、2審の東京高裁は「居住地は国内にあった」と
して、俊樹に逆転敗訴を言い渡した。俊樹側は上告した。
2011 年 2 月 18 日、最高裁判所は、課税は法律によらねばならないという租税法律主義に従う
として、2審判決を退け、処分を取り消した。判決は「元専務は海外を生活拠点としていたため
課税できない」と判断した。
国側の逆転敗訴が確定した。2005 年の追徴課税処分決定後に、俊樹は約 1600 億円の贈与税を
全額納付していた。国から利子にあたる還付加算金が約 400 億円上乗せして支払われるため、約
2000 億円にものぼる巨額の資金が還付された。約 400 億円と巨額に上った加算金の利率は延滞

















































イザーが米ワイスを 680 億ドルで買収し、米メルクは米シェリング・プラウを 411 億ドルで買収、
スイスのロシュは傘下の米ジェネンテックを 468 億ドルで完全子会社化した。2011 年にはフラ
ンスのサノフィが米ジェンザイムを 201 億ドルで買収した。2014 年には、スイスのノバルティ
スとイギリスのグラクソ・スミスクラインが抗ガン剤とワクチン事業を交換し、大衆薬事業を合
弁化した。ドイツのバイエルも米メルクの大衆薬事業を 142 億ドルで買収した。2015 年にはイ
スラエルのテバ・ファーマシューティカル・インダストリーズが、アイルランドに本社を置くア
*19　浅妻章如『租税百選・第 5版』45 頁。
*20　日本経済新聞 2016 年 10 月 21 日。
福祉国家の病理－租税回避
－ 71 －







ザーは 445 億ドル、アラガンは 111 億ドルで、合計すると首位のノバルティスの 461 億ドルを超
える。ちなみに、日本企業で一番大きいのは、武田薬品工業の 130 億ドルで 17 位である *22。
アストラゼネカの買収に失敗したファイザーは、税率の低い国に本社を移し、競争力を高めよ
うとした。法人税率では、アメリカが 35％であるのに対して、イギリスが 20％、アイルランド




2015 年 11 月 23 日、ファイザーはアラガンと合併することで合意したと発表した。ファイザー
による事実上の買収で、総額は 1600 億ドルである。一方で米財務省は 11 月 19 日に企業が M&A
を活用して課税の回避を図ることを規制する新たな施策を発表した *23。明らかにファイザーを牽





ファイザーはタックス・インバージョンは諦めたが、M&Aはその後も追求し、2016 年 5 月には、
米アナコール・ファーマシューティカルズ 52 億ドルで買収すると発表し、8月 22 日には、米バ
イオ医薬大手メディベーションを 140 億ドルで買収すると発表した *25。




*21　日本経済新聞 2015 年 10 月 30 日。
*22　日本経済新聞 2015 年 11 月 24 日。
*23　日本経済新聞 2015 年 11 月 24 日。
*24　日本経済新聞 2016 年 4 月 7 日。





欧州委員会は多国籍企業の租税回避に対して監視を強めている。同委員会は 2014 年 6 月に、
アイルランド、オランダ、ルクセンブルクの 3カ国の税優遇の実体について調査を開始した。対
象はアップル、スターバックス、フィアットである。10 月にはアマゾンへの税優遇でルクセク
ブルクに調査に入った。2015 年 10 月、欧州委員会はスターバックスに対するオランダの措置と、
フィアットに対するルクセンブルクの措置が、税優遇の違法措置であると判定し、両国に対し
2000 万から 3000 万ユーロの追徴課税を指示した。両政府ともこれを不服として欧州司法裁判所
に提訴している。12 月には、欧州委員会がマクドナルドへの税優遇でルクセンブルクに調査に
入った。同じ頃、アップルはイタリア税務当局と 3億ユーロを超える追加納税で合意した。16
年 1 月には米グーグルがイギリス税務当局と 1億 3000 万ポンドの追加納税で合意した *27。
1　アップル事件
欧州連合 EUの執行機関である欧州委員会で競争政策を担当するベステアー委員は、2016 年 8
月 30 日、アイルランド政府に対し、アップルに与えた税優遇分 130 億ユーロ（約 1兆 4900 億円）
を追徴課税するように指示した。アイルランドの税優遇は、EU法が禁止する「国家の補助」に
あたり、企業の公正な競争を妨げると判断した。
アップル社は税務当局の手が及ばないオフショアに推定で 2150 億ドル（約 21 兆 9000 億円）











*26　日本経済新聞 2016 年 9 月 27 日夕刊。
*27　日本経済新聞 2016 年 8 月 31 日。
*28　前掲・日本経済新聞。















ゴールドマン・サックスによると、節税策の効果で、米主要企業の 2015 年の実効税率は 29％
である。連邦と州を合わせた法定の 40％を下回っている。税率が 40％を超えるカリフォルニア









2011 年 12 月 26 日に内閣府は国民経済確報を発表した。左






*30　日本経済新聞 2016 年 8 月 31 日。




















































国々は人口が少ない。ルクセンブルクの人口は 50.7 万人（2010 年）、ノルウェー 488.3 万人（同）、








では金融サービス業をはじめとする第 3次産業が GDPの約 80％を占めている。ちなみに日本の















*32　ウィキペディア「ルクセンブルク」2012 年 1 月 11 日閲覧。
*33　インドに本拠地を置くミタルスチール社が 2006 年にアルセロールを買収した。
*34　日本国勢図会 2011/12 年版 101 頁の表 6-5 から計算。
*35　Eurostatは、欧州委員会において統計を担当する部局である。





2013 年、ルクセンブルクの生産の 1/3 は、国境を越えて働きにやって来る人たちの賃金である。
特に銀行、SICAV（会社型投資信託）、持ち株会社の外国人所有者に対する支払いである。この
























ホンダのブラジル現地子会社が本社との取引で得た利益について東京国税局は 2004 年 6 月に
移転価格税制で約 75 億円を追徴課税した。ホンダは同国税局に異議を申し立てたが認められず、
国税不服審判所に審査請求した。それも棄却されたため、2011 年に課税処分の取り消しを求め
















還付加算金を上乗せしなければならない。利率は年 4.3％で、すでに 30 億円を超えている *38。
税務当局と企業の解釈の違いから紛争は長期化する。2006 年に約 572 億円を課税された武田








ない。2013 年度の平均処理期間は 33.2 ヶ月にもなり、対中国では 8年以上も続く協議もある *39。






オーストラリアとイギリスの資源大手 BHPビリトンは、2016 年 9 月 21 日、シンガポールと
*38　日本経済新聞 2014 年 10 月 31 日。2015 年に東京高裁で課税の取り消しが命ぜられ、確定した。
*39　前掲・日本経済新聞。
*40　日本経済新聞 2017 年 7 月 21 日。
福祉国家の病理－租税回避
－ 77 －







追徴額は 2003 ～ 13 年度に計 8億 9900 万オーストラリアドルである。国税局はさらに 2013 年

































































































































*50　志賀・前掲書 35 ～ 39 頁。
*51　志賀・前掲書 40 頁以下。
















































備理事会（FRB）議長が提唱したもので、2015 年 7 月に完全実施された。しかし、トランプ大
統領が金融規制の見直しを掲げているので、今後の動向に注意する必要がある。
（3）　AIFMD（オルタナティブ投資ファンド規制指令）
EUにも AIFMDがある *58。オルタナティブ投資ファンド（AIF）に規制をかけるものである *59。















*58　Directive 2011/61/EU of the European Parliament and of the Council of 8 June 2011 on Alternative 











































*65　詳しくは、志賀・前掲書 206 ～ 211 頁。








設置され検討が始まった。2004 年 8 月「ランドー・レポート」が提出され、環境税（炭素税、
航空・海上輸送税）、航空券税、金融取引税、多国籍企業への課税、武器取引税など、国際課税
方式による資金メカニズムが主張された。
ランドー・レポートを受けてフランスはブラジルなどとともに 2006 年 3 月「革新的資金調達
に関するパリ会議」を開催し、「開発のための革新的資金調達に関するリーディング・グループ（以
下、LG）」を設立した。当時この LGに 38 カ国が参加した。同年 7月にフランスが航空券連帯税
を導入し、9月には 5カ国を設立国とする UNITAID（ユニットエイド）が創設された。
日本では 2007 年頃より国際連帯税に関する関心が高まり、2008 年 2 月、超党派の「国際連帯
税創設を求める議員連盟」（以下、議連）が設立され、当初の活動目標として、①リーディング
グループ（LG）のフルメンバーになること、② LGの議長国となり総会を日本で開催すること、











取引は対象となっていない。2011 年 9 月に税率 1％で素案が発表された。導入には加盟 27 カ国
すべての賛成が必要だが、イギリスが猛反対した。結局、EU全体で採用することはできず、フ
ランスが単独で 2012 年 8 月に単独で金融取引税を導入した。税率は買い手に 0.2％である。
2015 年 12 月 8 日、ドイツ、フランスを含むユーロ圏 10 カ国は 8日、共通の金融取引税（FTT）
の導入に向け部分的に合意した。税率などの残る部分については 16 年半ばまでの合意を目指す
とした。合意したのはドイツ、フランス、イタリア、オーストリア、ベルギー、ギリシャ、ポル
トガル、スロバキア、スロベニア、スペインの 10 カ国である。これにスエトニアを加えた 11 カ
国の各国財務相は 9月に、共通の金融取引税の導入に向けたプロセスに合意し、12 月までに政
治的な合意を目指すとしていたが、エストニアは国内の金融機関が取り扱う株式の大部分が参加
*68　ist-forum.jp/archives/131．NGO Forum for International Solidarity Levies, Forum for Global 








た。税率については未合意だが、欧州委員会は 2013 年、株式取引には 0.1％、債券取引には 0.01％
の税率を設定することを提案している。声明は「これらの未合意事項については 2016 年 6 月末
までに決定する」とした。
2016 年 10 月 19 日、導入予定の金融取引税について、導入コストがドイツ国内だけで最大 800
万ユーロに上る可能性があることが、EUの文書で明らかになった。その後、2017 年 3 月時点で























のスケジュールである。同手続きは過去 2回しかなく、統一特許では 10 年間、家族法では 5年間かかっ













正処分によって新たに納付する税額は 93 億円、過少申告加算税は 13 億円であった。旺文社は不
































交換制度をまとめた。これにより、スイス政府は 2018 年から先進国を中心に 38 カ国・地域と銀
行口座などの情報交換を始め、2019 年には新興国や途上国へも対象を広げて 41 カ国・地域と情
報交換する。口座情報交換制度は租税回避対策としては極めて重要なものである。

















G20 は 2016 年 7 月、OECDで行われているルール整備について、最近の進捗を歓迎すると述









G20 と OECDは、2017 年に、グローバル企業による課税逃れを防ぐため新たな多国間協定を
始動させた。6月 7 日にパリで開かれた OECD閣僚理事会にあわせて、日本を含む 60 カ国程度
























これに対してスイスの裁判所と議会が猛反発したが、2008 年には初の G20 首脳会議が開催さ
れ、グローバル・フォーラムがリスト作製の最中であったため、スイスも国際世論に従わなけれ
ばならなくなった。最終的に UBSが IRSに対して 4450 の口座情報を提供することで決着した *77。
*75　日本経済新聞 2017 年 5 月 13 日夕刊。
*76　日本経済新聞 2017 年 6 月 6 日。





















2016 年 7 月 28 日、村上世彰（1960 生まれ）が関係する投資会社「レノ」（東京・渋谷）が東

































対象者は、毎年 12 月 31 日時点で 5000 万円超の国外財産を有する者である。国内で営業して
いる銀行は、国外との取引が 1回当たり 100 万円を超える送金や入金について取引き記録を税務
署に通知しなければならない。それが国外送金等調書で年間 600 万件以上提出されている *82。
6　外国子会社合算税制
企業が海外であげた利益を外国子会社に付け、自社とは関係がないように見せかけて租税回避
を図ることを防ぐために設けられた。東京国税局は 2017 年 7 月 4 日までに、海運会社「バンガー





*81　日本経済新聞 2016 年 9 月 17 日。
*82　日本経済新聞 2016 年 9 月 21 日。
*83　日本経済新聞 2017 年 7 月 4 日夕刊。
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仕組みなど、国際的なルールづくりを急いでいる。2016 年 6 月に京都市で開かれた OECDの会








フィリピンは 2017 年の末までに現在 30％の法人税率を 25％に引き下げるとしている。
ベトナムは、中小企業を対象に法人税減税の検討に入った。現在の 20％の税率を 15％に下げ
ようとしている。農村や地方都市の企業に対しては、さらに優遇して10％の税率も検討している。





ス税（GST）を導入する。前提となる憲法改正案を 2016 年 8 月に上下両院で通過させた。導入







*84　日本経済新聞 2016 年 9 月 17 日。






成長による税収の増加はアベノミクスの柱だが、財務省が 2017 年 7 月 5 日に発表した 2016 年度





































過去 20 年間、フランスの SICAV（会社型の投資信託）と OPCVM（契約型の投資信託）など
の従来型の投資ファンドがルクセンブルクに多数設立された。投資ファンドの残高では、ルクセ
ンブルクがアメリカに次いで世界第 2位となった。一方、ヘッジファンドの大半はケイマン諸島



































1908 年に誕生した（81 ～ 84 頁）。
それから 100 年が経ったが何の進歩もなく、世界中の富裕層は納税を回避し続けた。2009 年 4






入手した場合しか手が出せない。2009 年から 2013 年にかけてスイスで管理されている外国人の
資産総額は 14％も増加したのに、脱税者の自発的な税務申告が増えたという形跡は一切ない。












（probate）ないし遺産管理状（letters of administration）という書面を「grant」と呼ぶ。「grant を受ける」
という言葉は、裁判所で人格代表者として選任を受けるという意味である。商事法務研究会「各国の相
続法制に関する調査研究業務報告書」2014 年 10 月、43 頁、金子敬明執筆。
*92　オートマティック型とは、課税当局から個別の顧客を指名した情報提供要請がなくても、資産を預
かる金融機関が自主的に課税当局に所得情報を提供する型である。














































資産隠しに協力した。その結果、2009 年にアメリカの司法当局から 7億 8000 万ドルの罰金を科
せられた（7-1 参照）。
銀行に FATCAを守らせるために、アメリカの課税当局は情報提供者の密告に完全に依存して









































































されているので、この提案は決して夢物語りではないとする（129 ～ 135 頁）。この台帳が作成
















































だとズックマンは指摘する（140 ～ 146 頁）*94。






ことでそれらの基準を米国の基準にまで下げるのではないかと懸念され、2015 年 10 月時点で 250 万人
が反対の署名を行っている。EUによる調査では、回答者のうちの 97 パーセントが TTIPに反対してい













る場合には、一歩ずつ具体的に進めていくしかない」としている *96。2015 年 12 月までの期間を念
頭に置いていたとされるが、現在までのところまとまった成果は聞いていない。
11　パナマ文書
2016 年 4 月 3 日に国際調査報道ジャーナリスト連合（ICJJ）が、パナマの法律事務所「モサッ
ク・フォンセカ」から流出したタックス・ヘイブン関連文書（以下では、パナマ文書）を公表し








ンセカは 2015 年までの約 40 年間に 200 カ国・地域の法人や個人から依頼を受け、21 万社のペー
パーカンパニーをイギリス領ヴァージン諸島やパナマなどのタックス・ヘイブンに設立した。
2017 年 4 月にパナマを訪れた記者によると、約 500 人いた従業員は半数か解雇され、事務所の
経営トップはブラジル建設大手の汚職に絡むマネーロンダリングで逮捕された。パナマ政府は事
件の前後から規制を強化し、資金洗浄の監視対象を不動産や宝石取引にも広げた。2018 年 9 月




*97　日本経済新聞 2017 年 4 月 26 日。
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（2017 年 7 月 27 日受理）
（おおしま　かずお　公共政策学部　名誉教授）
